別紙５
医療法第７条第３項の規定による「厚生労働省令で定める場合」の該当性
１．該当する要件
□　医療法第30条の７第２項第２号に掲げる医療の提供のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムのために必要な診療所
□　診療報酬上の在宅療養支援診療所の届出（届出予定を含む）をしている診療所
□　急変時の入院患者の受入が年６件以上ある診療所
□　患者からの電話の問い合わせに対し、常時対応できる診療所
□　入院患者の１割以上を他の急性期医療を担う病院の一般病棟から受け入れている診療所
□　診療所内で看取りを行う診療所
□　年間30件以上全身麻酔、脊髄麻酔、硬膜外麻酔又は伝達麻酔を実施している診療所（手術を実施した場合に限る。分べんにおいて実施する場合を除く。）
□　病院からの早期退院患者の在宅介護施設への受渡を行っている診療所
□ へき地の医療、小児医療、周産期医療、救急医療、その他の地域において良質かつ適切な医療が提供されるために特に必要な診療所
　□　へき地の医療
　□　小児医療
　□　周産期医療
　□　救急医療
   ２．具体的説明（当該診療所の設置が必要と考える根拠、運営計画など）
	


